
ؙؙؙؙ2019年ؙ3月 31日ؙ現在
JALスカイエアポート沖縄株式会社 単位:円

 【流動資産】  【流動負債】 (1,006,965,602)
 現金・預金 71,594,847  営業未払金 66,803,585
 営業未収入金 581,363,097  未払金 77,889,800
 原材料 1,503,889  未払費用 488,898,783
 貯蔵品 987,047  預り金 34,575,134
 立替金 6,293,057  未払消費税 93,463,700
 前払費用 62,009,045  未払法人税等 239,326,100
  短期貸付金 2,655,439,583  未払事業所税 6,008,500
 繰延税金資産  その他流動負債
 その他流動資産 290,595
 【固定資産】 (405,562,522)  【固定負債】 (1,414,500,165)
 （有形固定資産） (224,878,926)  退職給付引当金 1,414,500,165
  建物 207,230,591
 構築物 1,370,879
 機械装置 781,658
 車両運搬具 7
 工具器具備品 2,138,321  負債の部合計 2,421,465,767
 土地 13,357,470

 【株 主 資 本】 【1,363,577,915】
 （無形固定資産） (2,385,244)    【資 本 金】 【 33,550,000 】
 施設利用権 1,153,366    【資 本 剰 余 金】 【 325,725,511】
 電話加入権 1,231,878     その他資本剰余金 325,725,511
 ソフトウェア    【利 益 剰 余 金】 【1,004,302,404】

    利益準備金 8,387,500
 （投資その他の資産） (178,298,352)    （その他利益剰余金） （ 995,914,904）
  出資金 260,000     役員退職給与積立金 9,969,900
  関係会社株式 1,000,000     別途積立金 149,029,662
  ⾧期差入保証金 125,200     繰越利益剰余金 836,915,342
  敷金 1,638,500
  ⾧期前払費用 5,357,376
 繰延税金資産 169,917,276
 その他投資  純資産の部合計 1,363,577,915
 資産の部合計 3,785,043,682  負債・資本の部合計 3,785,043,682
(注1）減価償却累計額 196,885,557

純  資  産  の  部

(3,379,481,160)

第54期 貸借対照表
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重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法   （1） 有価証券の評価基準及び評価方法    子会社株式及び関連会社株式・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法
   （2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法    貯蔵品・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による                  簿価切り下げの方法により算定）
2. 固定資産の減価償却の方法   (1) 有形固定資産(リース資産を除く）    定率法を採用しております。（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物および、2016年4月1日以降に取得した         建物付属設備・構築物については定額法を採用。）

   （2） 無形固定資産（リース資産を除く）    定額法を採用しております。
   （3） リース資産    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。    なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、    リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前の    リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
3. 引当金の計上基準   （1) 貸倒引当金    売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、    貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
   （2) 退職給付引当金    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ    き計上しております。    数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に             わたり、それぞれ発生の翌期から均等償却しております。
4.  収益及び費用の計上基準   (1) 収益の計上基準    役務提供収入については、役務提供基準により計上しております。
   (2) 費用の計上基準    費用については、発生主義により認識し計上しております。
5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項   (1) 消費税等の会計処理    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
   （2） 資産除去債務に関する会計基準の適用     当社は、賃貸契約に基づき使用する事務所等について、退去時における原状回復に係る債務を有して     おりますが、当該債務に関する賃貸資産の使用期限が明確でなく、現在のところ移転等も予定されて     ないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが出来ません。そのため、当該債務に見合う     資産除去債務を計上しておりません。

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における発行済株式の数 普通株式・・・・・・・・・・・14,371株当事業年度末における自己株式の数 該当なし当事業年度中に行った剰余金の配当に関する次に掲げる事項その他の事項（１）配当金支払額      2018年6月20日開催の第53回定時株主総会決議による配当に関する事項
       配当金の総額 67,399,990円       1株当たりの配当額        4,690円       基準日 2018年3月31日       効力発生日 2018年6月20日
当事業年度末における当該株式会社が発行している新株予約権の目的となる株式の数 該当なし

注  記  表
(2018年4月1日～2019年3月31日)


